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3. 第 19 回国会参議院における教育二法案審議
3.1. 本会議における法案の趣旨説明と質疑
参議院においても、衆議院と同じ 1954（昭和 29）年 1月 27日に吉田首相の施政方針演
説が行われた（内容は衆議院と同様）1）。この演説で言及された政治的中立の問題に関して
は、翌 28日の本会議で荒木正三郎（左派社会党）2）と相馬助治（右派社会党）が質疑を行っ
ている3）。荒木は、教員の政治活動制限の立法措置について、「教育の政治的中立性に名を
かりて教員の基本的人権を剥奪し、日本の教育を逆コースに追いやろうとする極めて悪質な
もの」と非難し、この措置が「MSA再軍備」と深い関連があると指摘した。さらに山口日
記事件で問題となった日記（以下、日記）の内容を紹介しながら、これを政治的中立が侵さ
れている事例と見做すことは「軽率な判断」である、などと批判している。相馬は、荒木の
質問を踏まえて、立法化構想の具体的内容を質した。
これらの質疑に対しては吉田首相でなく、大達文相が答弁を行っている。大達は、政治的
中立確保の立法措置とMSAや池田・ロバートソン会談は何ら関係がなく、「愛国心の振起」
とも直接の関係がないと述べている。また、荒木がこの質疑で紹介した日記の引用箇所につ
いては、「比較的に当り障りのない部分」であり、同日記には政治的中立を侵犯している部
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分が多数あると答弁し、山口日記事件に限らず、政治的中立の侵犯事例は「相当多数に上っ
ておる」と指摘した。立法化構想の内容については、法案が検討中であることから、具体的
なことは示していない。
この後、既述のとおり、2月 22日に教育二法案が国会に提出され、同月 24日の衆参両
院本会議において、大達から教育二法案の趣旨説明が行われた。参議院本会議における趣旨
説明は衆議院でのそれと同様であり4）、翌 25日には吉田萬次（自由党）、高橋道男（緑風
会）、荒木正三郎（前出）、相馬助治（前出）、笹森順造（改進党）、須藤五郎（日本共産党・
無所属クラブ）（登壇順）によって趣旨説明に対する質疑が行われている。ここでは、衆議
院での趣旨説明に対する質疑とは異なる内容を中心に見ておくことにしたい5）。
吉田は、具体的実例を挙げて日教組の政治的偏向を批判し、「ときすでに遅き感があり、
現在までの問題が等閑視せられておった」と述べて、教育二法案の意義を認めた。一方で、
同法案は「予防的立法」であるとし、「かかる予防的立法は、予防せんとする事態を規制す
るに十分な内容を有し、且つそれ以上に出ないことが肝要」として、「教育の自由な活動を
阻害し、教育の萎靡沈滞を来たす」ことがないよう要請した。中確法案については、「言論、
表現の自由という見地からすると、重大な問題」と指摘し、その立法の必要性について質す
とともに、「教職員団体を通じてなした場合のみを取締るのは不徹底のそしりを免れない」
と述べて政府側の所見を求めた。これに対して大達は、日教組による「不当な影響力」に言
及するとともに、「必要の限度を超えざる配慮に基きまして、教職員団体の活動又はその組
織を通じて行われる教唆扇動のみにこれを限定した」と説明している。
高橋は、教育二法案が中教審答申（＝「教員の政治的中立性維持に関する答申」）の趣旨
から著しく逸脱しているのではないか、教育基本法等の現行法で不十分とする理由は何か、
高等学校を中確法案の対象からなぜ除外したか、といった点について質問した。これに対し
大達は、中教審答申は「適当な措置」を求めていることから逸脱はなく、また、教育基本法
の原則が「破壊」されている現実がある以上、立法措置が必要であり、悠長に教員の自粛自
戒に待つような事態ではないと答弁している。中確法案の対象から高等学校を除外している
点については、「特に義務教育学校というものが、非常に教育の基本として重大」であり、
「殊にまだいとけない児童等を対象として」いるためと説明した。
中教審答申にある「適当な措置」をめぐっては、相馬も質問を行ったが、大達は、中教審
答申案に反対したのは 1名であり、他は「大体ことごとくこの適当なる立法措置という意
味において賛成をされた」と述べている。別稿で指摘したように、答申のいう「適当な措
置」をめぐっては、それに立法措置が含まれるのか否かという問題が中教審の議論において
は未解決のまま残されることになった6）。したがって、答申案に全面反対したのが 1名（矢
内原忠雄）であったことは事実であるが、「大体ことごとくこの適当なる立法措置という意
味において賛成をされた」という大達の答弁は必ずしも正確とは言えない。
荒木も中教審答申に言及し、「日教組が左翼的偏向性を排除することと、一党一派に偏し
ないということは、一貫して堅持されておる」と述べて、日教組の政治的偏向を指摘した同
答申を「一方的独断的」と非難した。荒木は初代日教組委員長でもあったことから、これは
当然の批判といえよう。これに対し大達は、その活動状況からして、日教組の政治的偏向は
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「常識」と答弁している。
そして笹森は、「立法者が目当てとしておりまする少数の人以外に、大多数の教育に携り
まする者の、その政治活動が無用に制限せられて行くという結果を来たす」ことを理由に、
教育二法案は「憲法の精神に背馳する反動立法」であると批判した。また須藤は、教育二法
案を「教育破壊法」と呼んで厳しく批判し、「如何なる時代にも、教育の中立などというこ
とはない。それは政府の露骨な意図を国民の前にごまかそうとする煙幕にほかならない。教
育基本法には教育の中立性という規定はない。時の政府の権力や意向によって教育の方針が
左右されないことを謳っている」と自説を展開した。須藤に対して大達は、「御所論に対し
ましては、私は全部反対」、「教育破壊法と言われるということにつきましては、何ら答弁を
申上げる必要もない」と応じ、議論は全く噛み合わなかった。
3.2. 文部委員会における審議の内容
本会議で教育二法案の趣旨説明に対する質疑が行われた 2月 25日、同法案は文部委員会
に予備付託され7）、3月 11日には同委員会において、衆議院の場合と同様、大達文相が同
法案の趣旨説明を、緒方初等中等教育局長がその補足説明を行っている8）。
3月 13日及び 16日の委員会では、「偏向教育の事例」や警察官が教職員に対して思想調
査を実施しているという問題等に関して、その真相を解明すべく派遣された同委員会調査団
による現地調査の結果が報告された。13日の委員会では、田中啓一（自由党）によって、
静岡県及び山口県（派遣期間は 2月 28日から 1週間。派遣委員は荒木正三郎、相馬助治、
田中啓一の 3名）の調査報告が行われ、ここで山口日記事件が報告された。田中は、山口
県教職員組合（以下、県教組）、山口県教委、岩国市教委の見解を詳しく報告した上で、両
教委が日記使用は望ましくないと述べたことを紹介しつつも、「国際理解の上から見て欠け
るところがあるが、それが直ちにいわゆる赤い教育であるとは考えていないと言っておるも
のと私どもは存じます」と述べている9）。また、16日の委員会では、加賀山之雄（緑風会）
によって、青森県及び茨城県（派遣期間は 2月 28日から 3月 4日。派遣委員は加賀山、木
村守江、高田なほ子の 3名。茨城県については、病気のため、高田に代わって安部キミ子
が出席）の調査報告が行われた10）。
さて、3月 26日の衆議院本会議で修正議決された教育二法案は、同日参議院に本付託と
なり、文部委員会で審議が開始されたのは 4月 1日からである11）。しかし、開始当初から、
文部省提出の「偏向教育の事例」をめぐって与党委員と野党委員が対立し、審議はあまり進
捗しなかった。同月 12日付の『読売新聞』は、「教育二法案は世論の批判を背景に参議院
野党の引延ばし戦術が奏功して審議が進まず、緑風会、改進党の動向も微妙なため流産とな
る気配が濃厚となっている」と報じている12）。このような状況において、同委員会では、
「偏向教育の事例」の真相究明と法案の審議促進を図るために、同月 12日及び 13日に同事
例に関する証人喚問を行うこととなった。また、同月 22日から 24日にかけて教育二法案
に関する公聴会を開催している。さらに、同委員会は、同月 20日に地方行政委員会、26日
に人事委員会・法務委員会、27日には労働委員会との各連合委員会を開催し、同法案をめ
ぐる連合審査を実施した。
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文部委員会及び各連合委員会における審議の経過と内容については、5月 14日の参議院
本会議での川村松助文部委員長による審議経過・結果報告（以下、川村報告と略）に明らか
である13）。教育二法案をめぐる主な論点は、衆議院文部委員会の審議においてほぼ出尽くし
ているが、参議院では、「本質的な問題と細部にわたるつっこんだ討議」14）がなされた。
川村報告では、中確法案について 6点、教特法案については 5点にわたって論点を整理
し、各論点について政府側の答弁をまとめている。中確法案の論点は、①教唆・煽動だけを
独立犯としたのはなぜか、②法案成立によって教員が萎縮し、教育基本法に規定する政治教
育が行えなくなるのではないか、③処罰の請求について、行政機関の請求権濫用を招来しな
いか、④警察による「犯罪の捜索（捜査か－筆者註）」により、教育が警察によって監視さ
れることにならないか、⑤偏向教育は教員の自粛自戒等によって是正すべきではないか、⑥
法案の犯罪構成要件が極めて曖昧で不明確ではないか。特に、反対させる「ため」という表
現は、因果関係を広汎なものにするから危険ではないか、というものであり、特に①が最も
問題になったとしている。これら①～⑥に対する政府側の答弁は、おおよそ次のとおりである。
①教唆・煽動だけを独立犯として罰することは特に異例ではない。教員の偏向教育を罰
しないのは、学校をなるべく警察の範域外に置くことが教育上望ましいからである
が、これらの偏向教育は、現在主として外部からの教唆・煽動に基づくものであり、
先ずこれを抑止することが何よりも必要だからである。
②偏向教育と思われる事態があっても、本法案は当該教員を罰する趣旨のものではない
から、その成立によって教員が萎縮するわけはない。もし、本法案が目的とする政治
的中立について、その概念の曖昧性を問題にするなら、政治的中立を規定した教育基
本法第 8条第 2項自体を非難攻撃することに帰着し、このような批判は理解に苦しむ。
③行政機関は起訴を請求するのみで、結局は裁判所によって問題が決定するため、刑罰
権行使の客観性、妥当性については、通常の犯罪行為の場合と同様に期待できる。
④起訴を前提としていないような捜索はナンセンスであり、このような捜索は常識的に
は行われるわけがない。
⑤現在、義務教育諸学校について危惧される偏向教育の根源は外部的勢力に基づくもの
で、単に教員に対して自粛を求める程度では到底これを排除することはできない。本
法案は、むしろこのような外部的威力に対して教員を庇護することで政治的中立を維
持しようとするものにほかならない。また、教育に対する法的干渉は政府も望んでお
らず、事態の推移によっては本法案を廃止し得ることは当然である。この意味で、本
法案を臨時措置法とした衆議院の修正を了承し、同意したのである。
⑥本法案の犯罪の構成要件は十分に絞っており、とり立ててあいまいではない。また、
「ため」についても、無制限の因果関係にまで拡げる意味のものとは考えない。
次に、教特法案については、①地方公務員である教員の政治活動について、なぜ国家公務
員の例によるという特例を設けたのかという点が「最も論議の対象」となり、他にも、②人
事院は国家公務員に対して強力な自由制約の権限と利益保障の機能を持つが、地方公務員に
対しては利益保障の機能を有していない。にもかかわらず、自由の制約だけを人事院の決定
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に任すのはいかなる理由か、③本来、国家公務員に適用する人事院規則を地方教育公務員に
適用した場合、実際上、多くの「矛盾撞着」が生じないか、④人事院規則の適用により、地
方教育公務員は行動の自由が全面的に束縛されないか、⑤地方教育公務員にのみ刑事的制裁
が科されるのは、一般の地方公務員と比べて不平等ではないか、が論点となった。これら①
～⑤に対する政府側の答弁は、おおよそ次のとおりである。
①教育基本法や教育委員会法が示すとおり、教育は国民全体に対して直接責任を負って
行われるものである。また、常に政治的中立を保持すべきものであるにもかかわら
ず、現在、政治的行為の制限に関する地方公務員法の規定は、地域や制限事項等にお
いて国家公務員と差異があり、そのため、選挙活動等の活発な政治運動に没頭して、
教育の国民全体に対する責任と中立性の保持が背反されやすい。したがって、国家公
務員の例によるとし、地方教育公務員をそのような煩瑣と危険性から解放しようとす
るためである。
②人事院が国家公務員に対して人事院規則による諸種の制約を加えているのは、いわゆ
る利益保障機能を持つためではない。「自由の制約」と「利益保障」の両者を対応関
係で考えるべきではない。
③政治的行為の制限に関する人事院規則を地方教育公務員に適用する場合、不足や不十
分な点はあるが、矛盾撞着を生じるものではない。不足の点は、今後、人事院で然る
べく考慮する。
④人事院規則が精密に違反行為を列挙して規定している理由は、法の適用を明確なもの
にし、規定濫用のおそれがないようにするためであり、むしろ公務員の利益保障の意
図に基づくものである。現在、国家公務員である教員は極めて自由に行動しており、
また、この規則は従来ほとんど発動されたことがない。したがって、地方教育公務員
も国家公務員である教員が現に行動している範囲内にとどまる限り、自由の全面的束
縛などということは全くの杞憂に過ぎない。
⑤本法案は、教育の特殊性からして、政治的行為の制限に関し、地方教育公務員を国家
公務員の例によるとする以上、刑事的制裁についても、国家公務員である教員と均衡
した取り扱いとなる。
3.3. 「偏向教育の事例」に関する証人喚問
前述のとおり、4月 12日及び 13日の文部委員会では、「偏向教育の事例」に関する証人
喚問が実施された。12日に「旭丘中学校」、「大将軍小学校」、「滋賀県『冬の友』日記」、
「岐阜県恵那郡」の 4事例、13日には「岩手県一関市」、「高知県立山田高校」、「北海道武佐
中学」、「山口日記事件」、「山口県安下庄町小中学校」の 5事例、合わせて 9件の偏向教育
事例を対象とし、計 30名の証人を喚問して、その証言を聴取した 15）。以下では、衆議院に
おける「偏向教育の事例」の実情調査報告と同様、旭丘中学校の事例と山口日記事件につい
ての証言内容を確認しておく。
まずは、旭丘中学校の事例についての証言 16）である。初めに証言を行った同校 PTA会員
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の水上毅は、同校の偏向教育が組織的、計画的に行われていると述べ、その証拠として、同
校の山本正行教諭が日教組教育研究大会（静岡）で発表した「平和教育を守る旭丘中学校の
闘い」と題する報告書を紹介した。水上は、この報告書の中で「旭丘中学では学校を階級闘
争の場とする」と明言されていることに触れながら、報告書の内容に基づき、同校でとられ
ている闘争手段を次のように説明している。
①「学校を組合管理学校とするために校長の職責を否定」している。したがって、旭丘
中学校では校長が職員会議で発言権を有していない。
②「PTAをいわゆる民主勢力で固める」ため、北小路昂（同校教頭）のような「革新
分子」や「日本共産党洛北細胞における有力メムバー」である吉田金次郎（同校
PTA補導部委員）のような人物（いずれも水上と同様、この証人喚問に出席）を動
員して活動している。
③「学外のいわゆる民主団体と提携して日常闘争に努力して」いる。
④「特定の生徒を指導して生徒会をリードさせ、生徒の自主的行動なりという美名に隠
れて生徒を政治活動に導入して」いる。
そして水上は、「洛北民主協議会、日本共産党洛北細胞のメンバーと同一し、更に外郭団
体である京教組と結び、総評と結んで、いわゆる政治活動に現在も子供を動員してストに入
ろうという形勢」にあると同校の実情を訴えたのである。
同じく同校 PTA会員の福田知子は、「再軍備反対、軍事基地反対というようなことを数
学の時間や理科の時間にいろいろ子供にお教えになるのです。（中略）殊更に数学の時間に
軍事基地を持ち出さなくてもほかの例はあると思うのです」、「子供がよく先生が『アカハ
タ』という新聞を読んでくれると申します」、「授業の前後に再軍備反対、再軍備反対という
ふうに称えさせられました」、「数学の時間に疲れているからといって、先生が黒板にイン
ターや労働歌というものを書いて、写しなさいと言って、教室の後のほうには、そういう歌
を書いたビラが張ってあって」というように、具体例を挙げながら、同校における偏向教育
の問題を指摘した。そして、「どんな圧力がかかろうとも、私たちはこの学校は確かに偏っ
ているということを飽くまでも明言してやみません」と述べて証言を終えている。
一方で、同校 PTA補導部委員であった吉田金次郎は、同校の事例について、「このよう
な重大なる問題を、資料の出所も明らかにせず、実情調査も十分されずに国会に提出される
ことは、非民主的であり、民主教育を尊ぶ PTAも教育委員会も存在価値がなくなるのでは
ないかと思います」と述べ、政府が提出した同校の偏向教育に関する資料は、「全く間違っ
た一方的な資料」と批判して同校における教育の偏向性を否定した。また、自らが日本共産
党と関係がないことを強調している。
最後に証言を行った北小路昂教頭は、同校の実情を説明した上で、偏向教育問題について
は、京都市教育長が同校の教育方針を正しいと認めたものの、「その運営の方法において適
切でない点があるから改善するように」と勧告したことを受け、「その趣旨に副うよう努力
いたしております」と述べている。つまり、北小路は同校の学校運営に問題があったことは
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認めた。しかし、「僅か一年か一年半くらいの断片的を（な－筆者註）不確かな資料の中か
ら、自分たちの意に副うものだけを取集め、これを以て学校の教育を全般的に評価し、断定
する材料として頂くことは甚だ迷惑であります」と批判し、前述の福田の証言に関しては、
例えば、「『アカハタ』を読んで教えたという事実も聞いておりません。授業の前後に再軍備
反対を高唱させた事実も聞いておりません」と否定した。また、労働歌については、「夏の
体操の時間のあと、疲れて授業に入れる気分でなかったので、休憩時間を十分間延長して生
徒と一緒にそれらの歌を唱い、気分が落ちついてから授業を開始したというように聞いてお
ります」と説明している。
次に山口日記事件についての証言 17）である。最初に証言を行ったのは、綿津四郎 18）であ
る。綿津は、県教組文化局長として日記の編集にあたり、続いて同執行委員長として、山口
日記事件に対応した「渦中の人物」であった19）。証言当時は、山口市大殿中学校教諭であ
る。日記が偏向教育の事例に該当しないと主張する綿津は、日記の編集方針・方法に言及し
ながら、これが日教組の指令等によって編集されたものではないこと、日記を使用した児童
生徒数は少数であること、日記が学校教育法にいう教材に該当しないこと等を説明し、日記
の問題が「偏向教育の大きな要素として法案の根拠になるということについては、甚だ残
念」と述べている。一方で、綿津は、「私どもが意図した点が、極めてスペースの少いとこ
ろへ執筆者が集約をいたしましたために、意図を十分に伝え得ず、或いは誤解を招きやすい
点を残しておるという点は、今後改善を加えたい」と述べ、日記に「表現上いろいろな手ぬ
かりや幼稚な点がある」ことを認めた。
綿津に続いて証言を行った山口県教委教育長の野村幸祐 20）は、日記が問題化した経緯に
ついて説明しながら、県教委において、日記に「非常に重大な、重要な問題を含んでいるこ
とを確認」したと述べて、その偏向性を指摘した。しかし、野村によれば、県教組に対し日
記の内容が全部正しいと思っているかと問うた際、「そうである、全部正しいと信じている」
と答えたという。そして野村は、山口県内の動向を中心に、日記に対する批判的な世論が高
まったことを詳しく説明するとともに、「日記がこれほどの憂慮を県民父兄に与えましたこ
とは、従来の県教組に対する不安がその背景をなしていたことは否めない」と述べて、県教
組及び日教組による「闘争」のありようを批判した。また、日記の使用者が少数であったこ
とをもって実害が少ないと判断することは適当でなく、教育の実利や実害は直ちに明瞭に現
われるものではないとの見解を示し、「そのためにこそ教育の中立性を守るために、県教委、
地教委が多大な困難や圧迫を排除して、その措置を遂行した」と主張している。
岩国市愛宕小学校 PTA会長の藤岡武雄は、①偏向教育が実際に行われたかどうか、②なぜ
岩国市で日記の問題が拡大したか、の二点について証言を行った。①については、「偏向教育
は私の知り得る範囲内では行われなかったということをはっきり申上げたい」と述べており、
その理由として、日記の配布・使用部数が少なく、教師がこれを教材として使用しなかった
ことや、各学校の校長が偏向教育は行われなかったと藤岡に申し出たことなどを挙げている。
そして、日記について「どうかと思う点はある」と述べながらも、「機会ある毎に調査をして
見たのでございますが、私が憂慮したような事態は一つもなかった」と述べ、偏向教育が行
われなかったことを強調した。また、②については、教委と教職員組合（以下、教組）が「非
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常に感情的に対立しておった」ことが理由であるとして、その対立の様相を説明している。
最後に証言を行った岩国市教委委員の丸茂忍は、岩国市における日記問題化の経緯や日記
の使用状況等を詳しく説明した。ここで丸茂は、市教委委員が「一応、この日記は妥当でな
い」と判断したこと、市内小・中学校長の間では、日記が「行き過ぎである」として意見の
一致をみたこと、市内 PTAの正副会長の意見として、日記使用について「ごうごうたる非
難が起きた」ことなどを紹介している。そして、市内 PTAの正副会長の意見は、日記の使
用が不適当であり、これを回収するというものであったが、これがなかなか実行に移せな
かったという事情を説明し、その理由として、市教委に対して県教組や日教組の抗議活動が
あったことを挙げた。丸茂は政党からの抗議もあったと証言しており、「政党の名前を以て
我々に圧力を加えられておるということは我々が非常に遺憾に思った点」と批判している。
さらに、日記の教材使用に関しては、「明らかに教材資料として使われておるものだという
ことを認定いたしたわけでございます」と述べて、藤岡の証言を否定した。
以上から明らかなように、両事例における各証人の証言は大きく異なり、それぞれの見解
は、真っ向から対立している。貝塚が述べるように、ここでは、「衆議院文部委員会での実
情調査の報告の際に展開された構図が、そのまま証言の中に繰り返された」21）のであった。
こうした対立構図は、証人に対する質疑においても看取され、与党委員（自由党・劒木享
弘、田中啓一など）は偏向教育の存在を否認する証人に対して、野党である革新系の委員
（左派社会党・荒木正三郎、岡三郎、日本共産党・須藤五郎など）は偏向教育の存在を是認
する証人に対して、それぞれ批判的な質問を繰り広げた。そして、各委員の質疑に対する証
人の答弁の多くは、証言内容の正当性を繰り返すことに終始したのである。
3.4. 文部委員会公聴会の開催
4月 22日から 24日までの 3日間、文部委員会では、12名の公述人を招いて、教育二法
案についての公聴会を開催した。公述人は、第 1日目（4月 22日）が牧野英一（国立国会
図書館専門調査員）、末川博（立命館大学学長）、山崎匡輔（成城大学学長）、朝倉武夫（栃
木県今市小学校校長）、伊沢甲子麿（東京都杉並高等学校教諭）の 5名、第 2日目（同 23
日）が関口泰（朝日新聞社顧問）、御手洗辰雄（評論家）、海後宗臣（東京大学教授）、高山
岩男（神奈川大学教授）、鵜飼信成（東京大学教授）の 5名、第 3日目（同 24日）が河原
春作（中央教育審議会委員）と小林武（日教組中央執行委員長）の 2名であり、同法案に
対する 12名の公述人の賛否は賛成 6名、反対 6名と半々であった（賛成：牧野、山崎、伊
沢、御手洗、高山、河原、反対：末川、朝倉、関口、海後、鵜飼、小林）。
以下では、衆議院文部委員会公聴会の場合と同様、同法案の賛否ごとに、各公述人の見解
を見ていく22）。ただし、朝倉の公述についてはすでに別稿で論じており23）、小林は衆議院の
公聴会で同様の公述を行っていることから、この両名の公述はここでは取り上げない。
3.4.1. 教育二法案賛成の公述
まず牧野は、刑法学者の立場から、「教育界自身が自己調整、即ち自重自戒を全うしてお
らんという事情がありますならば、法律がそれに対して刑罰法規を以てその調整に乗り出す
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ということはやむを得ないことであろう」と述べて、教育二法案の意義を認めた。特に、中
確法について、教唆・煽動を独立の犯罪として取り扱うことは理論的には差し支えないとし
ながら、刑法上の仕組として、教育二法案は「相当よくできておる」と評価し、「少くとも
牧野としてはこれをこう修正したら如何でしょうかという対案を持っておりません」とまで
述べている。また、「教育基本法の規定に対する制裁として設けられたということであるな
らば、暫定法などといって遠慮する必要はない、初めからもう政府の原案の通りでいいと思
います」と述べ、修正前の原案を支持した24）。
山崎は、「現下の情勢の下では遺憾ながらこれに賛成せざるを得ない」と述べて、教育二
法案に賛意を示した。日教組とは明言していないものの、「余りにも大きな教育界に醸成さ
れておるところのこの組織の力がその憂うべき方向に動きつつある」という「現下の情勢」
では、中確法案でさえも「まだ私は手ぬるいと考えられるくらい」というのが山崎の考えで
あった25）。また、日教組に批判的な伊沢 26）も、教育における不偏不党を強調し、「現状にお
いては止むを得ない」と述べて教育二法案に賛成した。ただ、中確法案の罰則規定について
は「先生をやめさせるとか、別な処置をとる方法がなかったか」とも述べている27）。
そして御手洗は、教育二法案を「甚だ好ましくない法律案」としながらも、特に、日教組
への共産党勢力の浸潤を問題視し、山崎と同様、「現実の実態は、かような法律を作ること
も又やむを得ない」との見解を示した。しかし、伊沢と同様、罰則規定には疑問を呈し、
「刑罰を加えるというようなことは非常な危険」と述べている28）。
次に高山の公述である。高山は、教育二法案立案以前に自らの論稿 29）で政治的中立につ
いて論じており、その論旨がこの公述でも展開されている30）。哲学者としての立場から、政
治的中立の考え方を丁重に説明した高山の見解は特に重要と思われるため、少し詳しく公述
内容を見ておきたい。高山は前述の論稿で、自らを「左翼偏向の日教組の在り方や活動の仕
方には賛成できない者」であり、「吉田政府の採る日教組叩き潰しの行動にも賛成できない
者」と呼び 31）、同法案に対しては消極的賛成という立場であった。
公述において高山は、同法案が立案されたことは「遺憾至極」で、「世界に対しては恥さ
らしであり、国内に対しては教員諸君を侮辱することだろう」と述べている。しかし、教員
に自主性が欠如し、彼らが「一方的な傾向というものに一つの集団的な行動として走る」状
況では、同法案の立案は「やむを得ないし又当然」というのが、高山の考えであった。高山
は、「教育の中立性を阻害する、妨害する力が教育の内部及び外部の双方から加わって来て
いる」と述べ、「教育の政治的中立性というものを深刻な問題にして来る理由」として、次
の 3つを挙げている。
①教師自身が個人的な立場においては必ずしも政党に中立的ではなく、特定政党に関心
を持っているという現実的な理由
②政党政治が必ずしも教育の中立性を名実とも保障しておらず、時として党派性を惹起
するという政治的な事情
③民主主義がいわゆる人民民主主義と自由民主主義の双方に分かれ、これが国内的にも
国際的にも冷戦状態にあり、教育自体を意図的に政治化する傾向が世界を通じて出現
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しているという現代特有の歴史的、世界史的な事情
①の理由については、「政治的に無関心であるということは教員としては甚だ芳ばしくな
い」としながら、「教育作用」が不偏不党の中立性を保つことは当然であるとし、「これを如
何に教育の場において調合するか、統一するか、これが教員に課せられた大きな課題」と指
摘して、次のように述べている32）。
政党政治の党派性という政治的関心をいわば括弧の中に括り入れる、そうして教壇の
上では中性化する、ニュートラライズする、こういうことが行われることによって初め
て教育作用の政治的中立性が行われるわけであります。これは封建教育と違いまして近
代教育のいわば必須条件、必要条件というものになるわけであります。（中略）たとえ
それが困難であってもこれができるという確信の上に立たないのでは、これは教育作用
というものは本当は行われ得ないわけであります。どうしても括弧の中に入れるという
中性化の作用ができないというならば、この人は教員としては不適格であると申すより
ほかない。
こう述べた高山は、党派的関心に限らず、経済的関心や子供に対する愛憎好悪のような情
念も、「教育の場においては括弧の中に入れて中性化しなければ、教育は本当に成り立たな
い」と主張した。同様に、②の理由に関しても、「括弧の中に入れる、そうして政治的関心、
特に党派性というものを中性化する、こういう作用が全体主義の上では行われ得ない」と指
摘している。高山の見解は、民主主義国家では、政党が政権を担う場合、「直接なり間接な
りに教育に偏向を与える」という事実があり、これが教育にとって不当であると考えるのが
民主政治であるが、全体主義国家ではこれを不当とする考え方があり得ない、というもので
あった。
さらに高山は、③が最も重要であるとし、国民の同質性（ホモジニテイ）が失われ、国民
の共同性の信念が動揺し始め、国民の中に「階級の対立性」（階級意識）が強化されている
という状況を問題視した。そして、「階級の対立性」を誇張し、これを戦術的に階級闘争に
まで深めるのがマルクシズムであると指摘した上で、次のように主張している。「国民とい
うものをなくそう、国民というものを敵味方の二つの階級に分けてしまおう、こういうマル
クス・レーニイズムの考えを徹底した」場合、近代教育の大前提である「国民の共同性」は
完全に失われてしまう。そのため、政党への関心を括弧に入れるという「消極的な中立性」
だけでなく、失われていく「国民共同性の再建」という積極的内容をもつ政治的中立が必要
である、と。こう主張する高山は、「超階級的な人間性、ヒューマニティ」を建設すること
に、「中立性の真実の意義」を見出しており、教育者が「実に深い認識と、実に深い良心」
を必要とすることを強調したのである。
そして河原の公述である。中教審第三特別委員会で「教員の政治的中立性に関する答申
案」を実質的に一人で執筆し、大達文相と内務省の同期で友人であった河原が同法案に全面
的に賛意を示す公述を行ったのは当然のことであった。河原は、政府側の説明とほぼ同様の
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理由で同法案に賛成し、「政治的行為の制限を受けるのは、人間として辛いことであること
は申すまでもない」としながら、「小さい可愛い子供というものを考えて、自分が教員とい
う職務をとった以上、このくらいの行為の制限を受けても我慢しようじゃないかという考え
になって頂きたい」と自らの思いを吐露している33）。
3.4.2. 教育二法案反対の公述
次に、教育二法案に反対した公述人の見解を見ていこう。まず、末川は、同法案が教育の
目的を阻害し、教育行政の根本精神にも反しており、戦前・戦中の「言論、出版の自由を抑
圧したところの法律と同じように国を亡ぼすところの原因を作る」と批判し、「全面的に、
又絶対的に反対」と主張した。特に、中確法案が「政治的中立」という曖昧な概念を用いて
いることの危険性に言及しながら、「平和的な国家及び社会の形成者であり真理と平和を希
求する人間であるところの若い世代の人たちを育て上げるということができるように保障し
て行く、そこに政治的な中立というものがある」と述べている。教特法案については、国家
公務員法の政治活動制限規定を批判しつつ、「こんな法律を作らずに私立学校の先生並みに
国立や公立の先生がたをして上げたらどうか」という考えを示した34）。
関口は、政治的中立の考え方として、「日教組的な政治思想一色に染めさせない」ことに
加え、文部大臣の権力による教育支配を排除しなければならないとし、教員の政治的自由の
意義を強調した。国家公務員法や人事院規則による政治的行為の制限自体が問題であり、教
育の性格上、現在の政治に対して批判的になるのは当然のことで、教員には一般公務員以上
の自由を認めなければならないというのが、関口の主張である。そして、日教組の行き過ぎ
を認めながらも、「教員が法律で守ってもらわなければ、自分の思想も学問も教育も自分で
は守れないかのごとく取扱われること」を批判し、教育二法案に反対した35）。
また海後は、中確法案について、「全国の諸学校の状況を見まして、現在この法律が必要
とされるような事態は起っていない」と述べて、その必要性を否定した。特に同法が、「人
間を望ましく育成しようとする極めて複雑なことを、処罰の成立に対する対象の根拠として
求めてある」と批判し、「教育指導する内容が特定の政党を支持し、或いは反対させるため
の教育であるかないかというようなことを考えておるというのでは教育の指導はできませ
ん」と自説を展開した。処罰規定のある同法が教師を圧迫し、豊かな教育活動が展開できな
くなると主張する海後は、教特法案についても、「一市民としての政治的な感覚を持たない
教員には到底子供の政治教育は託することはできません」と批判している。そして、公述の
終盤では、「政治的中立性という名前に実はかりて、民主的な教育のあり方が甚だしく阻害
される虞れがあるというふうにこの両案とも私は考えておりますから、そういう意味におい
て、日本の民主的教育を成長させたいという私の考え方からこれに対して反対をいたしま
す」と結んでいる36）。
鵜飼は、中確法案については、①教唆・煽動の処罰規定が憲法の保障する言論の自由を侵
害すること、②教育者が政治問題に触れることを恐れ、正しい政治的判断をする力が養われ
ないような、無気力な教育になってしまうおそれがあること、③教育者が「警察化」し、あ
るいは警察が教育の中に入ってくることになり、教育の方向を誤らせるおそれがある、とい
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う 3点を問題点として指摘した。特に②に関して、「政治的中立を教育にあっては確保しな
ければならないということは、教育を受けた児童が特定の政党を支持することになってはい
けないという意味を持ってはいない」と述べ、「必ず政治的な意識を持った者が、自分の正
しい判断に基いて、自分が或る特定の政党を支持するというそういうことができるようにな
らなければ、政治教育の意味をなさない」と主張している。教特法案については、「現在の
国家公務員における制限さえも撤廃すべき」であり、「改めて現在許されておる自由を更に
制限するというような方向に進むべきではない」と批判している。
また、衆議院における教育二法案の修正にも言及し、その修正点について批判した。一つ
は、同法案に「当分の間」という語句を挿入し、「臨時立法」とした点である。鵜飼によれ
ば、同法が効力を有する期限が具体的に明示されていないため、別の法律をもって教育二法
を廃止しない限り、同法は効力を持ち得るので、「法律的には殆ど意味がない」という。も
う一つは、中確法案中の「反対させる教育」を「反対させるための教育」に改めた点であ
る。この「ための教育」の部分が非常に不明確であり、刑罰法規にとって最も本質的な要素
である犯罪の構成要件が曖昧である、というのが鵜飼の見解であった37）。
3.4.3. 質疑に対する公述人の答弁
3日間に及ぶ公聴会では、衆議院の場合と同様、各回とも、公述終了後に公述人への質疑
が行われた。質疑に対する公述人の答弁の多くは、公述内容と重複しているが、ここでは、
重複部分以外で注目される点について、その内容を確認しておきたい。一つは、政治的中立
の考え方に関する牧野の見解、もう一つは中教審の論議に関する河原の見解である。
まず、牧野は、高田なほ子（前出。左派社会党、日教組初代婦人部長）の質疑に対する答
弁の中で、中立性とは「時計の振子のようなもの」と表現し、次のように説明した38）。
このデス・ポイントに振子が下ってしまってはもう動かんのです、それじゃ困る、や
はり右へ左へ、右へ左へと動いて行く、それが一定の限度を超えるというと時計の用は
いたしません。そこに中立ということがありまする
続けて牧野は、各自、「保守的な考え」や「進歩的な考え」があるにしても、「時計の運転
がやはり時をあやまたず動いて行くようにその中立を守る」と考えれば、中立というものを
窮屈に考える必要はないとし、「要するに教育家は健全なる良識によって（中略）父兄から
して子弟を預けられた、それに失望をさせないように期待に副うように教育をするというこ
とをこの法律は望んでおりまするので、そこが義務教育の当局の諸君がこれはふるえ上ると
いうようなことは私はどうも想像できません（中略）これによってやはり時計が動くように
右でも左でも動いて行くというふうになさるべきであって、時計を壊してしまうようなこと
をなすっちゃいかん」と述べている39）。この発言を「巧みな比喩だと思いましたね」と述懐
しているのは、教育二法案立案の当事者であった斎藤正（当時、文部省初等中等教育局地方
課長）である40）。
また、河原は、中教審の経過内容や答申中の「適当な措置」の意味合い等について質問し
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た相馬助治（前出）に対し、おおよそ次のような答弁を行った41）。
①答申の原案（＝答申案）は自らが作成し、同僚委員と相談をして修正を加えた。
②答申案作成にあたり、文部省からは何も材料を提供してもらっていない。もし材料が
豊富であれば、「適切なる措置」（「適当な措置」－筆者註）という、「考えようによる
とあいまいな答申案」を出す必要はない。
③答申案を決定するための材料は、日教組提出の二つの資料（日教組の「闘争目標（方
針）」と『日本の教育』）のみであった。
④委員で検討しても名案が得られなかった。何とかしなければならないのは確かなの
で、文部省で適切な措置をとって欲しいという趣旨で答申案を作成した。
河原は、日教組中央執行委員長を務めた岡三郎（前出）の質疑に対する答弁でも、「答申
案について我々が、少くとも私が考えてあることが即ちこの二法案であるとは申せない」、
「法律案を作るつもりで答申案を作ったのじゃない」と述べており、答申案は立法措置を意
図して作成されたものではないという見解を示している42）。
3.5. 緑風会による教育二法案修正案の作成
3.5.1 教育二法案の修正案をめぐる緑風会の動向
政府・自由党は、4月 26日、教育二法案の会期内成立を図るため、同月 28日に同法案
の質疑打ち切りの動議を提出する方針を決定した43）。しかし、両派社会党がこれに強く反対
するとともに、緑風会の委員の同調が得られなかったため、28日の質疑打ち切りを断念し、
同月 30日に打ち切る見込みとなった44）。同月 29日には、緒方副総理が吉田首相と「教育
二法案などの審議促進の具体策」について意見交換を行い、緒方ら自由党幹部が緑風会を説
得して了解を得るという「緑風会工作」を進めることとなった45）。当時、参議院には緑風会
所属の議員が 49名おり、緑風会は自由党に次ぐ勢力を有していたため、法案審議に関し、
緑風会の了解を取り付けることが何より重要であったのである。つまり、緑風会は、教育二
法案の成否を決するキャスティング・ボートを握っていた。
緑風会の委員は、教育二法案の趣旨には賛意を示していたものの、自由党による法案の強
行採決という方針には反対であり、法案の慎重な審議を求めていた。しかし、法案の審議未
了を図ろうとする両派社会党や共産党による審議の「引延ばし作戦」に乗せられるだけで、
これ以上の質疑を続けることは無意味であるとの判断から、質疑打ち切りという政府・自由
党の方針を支持するに至った46）。こうして、4月 30日の文部委員会では、午後に審議を再
開した直後、高橋衛（自由党）が質疑打ち切りの動議を提出し、自由党、緑風会の賛成多数
によって動議が成立したのである47）。
同日、緑風会では、館哲二政調会長をはじめ、高瀬荘太郎、広瀬久忠、片柳真吉ら政調会
幹部と加賀山之雄、高橋道男ら文部委員が打ち合わせを行った。ここでは、教特法案の罰則
を刑事罰から行政罰（行政処分）に緩和すべきとし、中確法案についても、その乱用を懸念
する意見が多数であったという。川村文部委員長、劒木亨弘、木村守江ら自由党の文部委員
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は同日、大達文相と対策を協議し、緑風会の動向を踏まえて、慎重に審議を進めることに
なった。同法案の廃案をねらう両派社会党も、緑風会や改進党などに対し、法案を骨抜きに
するための修正を行うよう働きかけを行ったとされる48）。
緑風会では教育二法案に対する態度を決定するため、5月 1日に議員総会を開催した。総
会では、佐藤尚武ら 12名が衆議院を通過した教育二法案（以下、衆議院議決案）に賛成し、
加賀山之雄ら 6名は教特法案の罰則を刑事罰から行政罰に緩和するよう修正すべきという
意見を提示した。楠見義男ら 10名は同法案に反対し、否決すべきという態度を示した。つ
まり、緑風会では教育二法案を成立させようとする向きが多かったものの、会としての態度
を容易に決定できない情勢にあったのである。例えば、衆議院議決案の賛成者であっても、
各派の間で修正案がまとまる場合にそれに同調したいとする者も多く、それができない場合
は、将来的に教特法案の罰則を刑事罰から行政罰に修正する旨の付帯決議を付して衆議院議
決案に賛成する、という意見も出されたという。衆議院議決案に反対する者の態度も「相当
強硬」であった49）。
5月 1日の議員総会では結論が出なかったため、同月 4日と 6日に再度、議員総会を開催
して引き続き協議を行った。4日の議員総会に出席した広瀬久忠らは、教育二法案について、
「反対ないし修正論と賛成論が五分五分」であったと述べている50）。6日の議員総会では、
教特法案の罰則を行政罰に緩和し、中確法案第 3条にある「反対させるための」の「ため
の」を削除するという修正案への支持が多数を占めたが、ここでも結論が得られず、加賀山
ら文部委員に一任することを決定した51）。緑風会は、自由党に対してこの修正案の申し入れ
を行ったものの、衆議院において教育二法案は保守三党によって十分議論されており、緑風
会の修正案では同法案が骨抜きになるという理由から、自由党はこれに応じていない52）。
5月 8日、自由党は緑風会に対して、同会の修正案を拒否する旨を正式に回答するとともに、
益谷秀次総務会長、小沢国会対策委員長、佐藤幹事長ら自由党執行部や緒方副総理、大達文
相が緑風会を頻繁に訪問し、同会が衆議院議決案に同調することを要請した。これに対し、
緑風会は同日、議員総会を開催したが、出席者が少数であったため、同月 10日に結論を持
ち越している53）。
同月 11日付の『読売新聞』によれば、緑風会内の情勢は、5回にわたる同会の議員総会
の経過から見ると、衆議院議決案に賛成の者が佐藤尚武、高瀬荘太郎、赤木正雄ら 19名、
修正案に賛成の者が加賀山之雄、片柳真吉、広瀬久忠ら 19名、教育二法案を否決すべきす
る者が楠見義男、高良とみ、梶原茂嘉ら 6名、不明 5名であり、衆議院議決案の支持者と修
正案の支持者が拮抗していた。しかし、同月 10日の議員総会では、緑風会としての態度は
決定し得なかったものの、加賀山、高橋道男、杉山昌作の 3名の文部委員によって修正案を
文部委員会に提出することが 34対 6の多数で承認されたのであった54）。
また、両派社会党は、衆議院議決案よりも次善のものとして緑風会の修正案に同調する方
針を決定し、左派社会党の和田博雄書記長らがこの旨を緑風会に申し入れている。改進党
も、衆議院の審議過程で同党が作成した修正案に近いことから、緑風会の修正案に同調する
体制をとり、無所属クラブや純無所属クラブも大勢は緑風会の修正案支持であった。このよ
うな状況に対して自由党は、衆議院議決案に同調させるべく、緑風会内の支持者に働きかけ
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を行うなど、与野党の攻防は日増しに激しくなっていった55）。
3.5.2. 文部委員会における緑風会修正案の議決
緑風会による教育二法案の修正案（以下、緑風会修正案）は 5月 12日の文部委員会で討
論・採決が行われる予定であったが、「自由党の引延し作戦」により持ち越しとなり、当日
の委員会は流会となった。これに対して野党各派は、自由党の十分な反省が行われるまで、
同法案の審議を拒否するという申し合わせを行っている。また同日、緑風会では秘密議員総
会を開催し、本会議では自由投票を行うことを決定した56）。
文部委員会で緑風会修正案が提案され、討論・採決が行われたのは、5月 14日である。
ここで緑風会の加賀山から、同会の文部委員 3名（加賀山のほか、前述の高橋、杉山）の
意見を代表して作成・提出された緑風会修正案の提案理由が説明された57）。この修正案の案
文は次のとおりである58）。
〈教育公務員特例法の一部を改正する法律案に対する修正案〉
教育公務員特例法の一部を改正する法律案の一部を次のように修正する。
第二十一条の二の次に一条を加える改正規定のうち第二十一条の三の見出し中「制限
等」を「制限」に改め、同条第二項を次のように改める。
2 前項の規定は、政治的行為の制限に違反した者の処罰につき国家公務員法第百十
条第一項の例による趣旨を含むものと解してはならない。
〈義務教育諸学校における教育の政治的中立の確保に関する法律案に対する修正案〉
義務教育諸学校における教育の政治的中立の確保に関する法律案の一部を次のように
修正する
第三条中「反対させるための教育」を「反対させる教育」に改める。
加賀山は、教員による過度の政治活動については、その是正を教員や教員団体の「反省自
粛」に求めることが必要であり、そのためには制約や罰則は必要最小限にすべきで、できる
だけ「教育界の内部、教育行政の手」によってこれを矯正すべきであるとした。これに加
え、国家公務員法や人事院規則に曖昧な点があり、再検討を要するという理由から、教特法
案原案の刑罰規定を削除し、行政罰（行政処分）にしたと説明している。緑風会修正案のう
ち、教特法案の「国家公務員法第百十条第一項の例による趣旨を含むものと解してはならな
い」というのは、国家公務員法第 110条で定めた「三年以下の懲役又は十万円以下の罰金」
という罰則規定が公立学校教員には適用されないこと意味しており、これにより、従来どお
り任命権者による懲戒処分が行われることになる。刑罰から行政罰への修正は、要するに、
「教員が政治活動を制限されるゆえんは、教職にあるがためであるから、懲戒処分で職をや
めればそれで十分ではないか、という論拠」59）に基づいている。中確法案の修正については、
「特に教育が学問、研究或いは思想、言論に最も深い関係」があることから、「拡張解釈の虞
れある字句は排除すべき」とその理由が説明された。
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加賀山による説明の後、緑風会の修正案をめぐって各党の代表が意見を表明した60）。自由
党の田中啓一（前出）は、後述の旭丘中学校事件に言及し、これを「行政処分だけでどうし
て一体とめることができましょうか」と疑問を呈した。争議行為等の禁止を規定した地方公
務員法第 37条については罰則の適用があるにも関わらず、政治的行為の制限を規定した同
法第 36条についてその適用がないことを「甚だ不均衡な欠点」と指摘しながら、「この特
例法に刑事罰が付いて、かかる事態の鎮圧に当ることは私は当然のことであると言わざるを
得ない」と批判している。中確法案中の「反対させるための教育」については、教育基本法
第 8条第 2項の文言を文法上、使役形に変えただけで、同項で禁じた「偏向教育を行うこ
とを教唆し又は扇動してはならない。こういう意味よりは広くも狭くもない」と述べて、緑
風会修正案に反対した。
他方、自由党以外の委員である荒木正三郎（前出）、永井純一郎（右派社会党）、松原一彦
（改進党）、須藤五郎（前出）、野本品吉（純無所属クラブ）は、緑風会修正案に賛成した。
このうち荒木は、教育二法案原案が「法案の害毒をできるだけ食いとめよう、こういうお考
えの下に修正された」、「私は修正者の御意見に非常に敬意を表する」と緑風会修正案を評価
し、「この悪法の少しでもその悪影響を少くする、こういうことが現実的には私どもの取る
べきたった一つの途である」と述べている。
もちろん、野党側は教育二法案それ自体に反対であり、例えば、須藤五郎（前出）は緑風
会修正案に賛同しつつも、「次の機会においてこの法案の完全なる廃棄を目指して闘うこと
を誓う」と宣言している。相馬助治（前出）も、自らの論稿で教育二法案について、「根本
的に不必要というより有害と考えられる法案は否決なり、審議未了にするなりして廃棄され
るべきものと思料される」と述べている。だが、「政治の現実」は無視できず、「社会党とし
ても、もともと all or nothing ではないと考えていたし Bestの望み得ない段階では、Better
を採るべきであるという観点から、党の主張を変更して我々は緑風会修正に賛同することに
した」という61）。 
叙上のように、緑風会修正案については、両派社会党、改進党、日本共産党などが賛成し、
与党の自由党が反対したが、採決の結果、12対 7で可決された。修正部分を除いた原案全
部についても賛成多数で可決され、これにより、教育二法案は修正議決されたのである62）。
4．教育二法の成立
文部委員会で修正議決された教育二法案は同日の本会議で議題となり、この本会議では先
述のとおり、川村文部委員長によって文部委員会における同法案の審議経過が報告された。
これに続いて、劒木亨弘（前出）、加賀山之雄（前出）、高田なほ子（前出）、相馬助治（前
出）、松原一彦（前出）、長谷部ひろ（無所属クラブ）、中山福蔵（緑風会）（以上、登壇順）
7名が同法案に対する討論を行い、劒木と中山は衆議院議決案に賛成し、文部委員会可決の
修正案に反対した。与党の劒木は、修正案によって政治的中立確保の効果が乏しくなること
に懸念を示し、教育二法案が「共産党も是認し得る程度の法案」となったことを批判してい
る。その他の委員は全て衆議院議決案に反対し、文部委員会可決の修正案に賛成している63）。
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討論の終局後、文部委員会可決の修正案について採決が行われ、まず、中確法案の修正案
が賛成 122、反対 116で可決、同法案の修正部分を除いた原案については賛成 226、反対 0
で可決された。次いで、教特法案の修正案が賛成 123、反対 115で可決、同法案の修正部
分を除いた原案については賛成 220、反対 0で可決され、教育二法案は文部委員会の修正ど
おり議決された64）。本会議での自由投票を決めていた緑風会の多くの議員が文部委員会可決
の修正案に賛成し、改進党や両派社会党などが同調したことで緑風会修正案は、本会議での
可決に至ったのである。
このように、教育二法案の議決は衆議院と参議院で異なったものとなった。この場合、衆
議院本会議において、参議院で可決した修正案に同意するか、同意しない場合、日本国憲法
第 59条の規定により、両院協議会を開催して協議を行う、もしくは、出席議員の 3分の 2
の多数によって衆議院議決案を再議決する、ということになる65）。
本会議で教育二法案が修正議決された直後、緒方副総理、大達文相、福永健司官房長官、
小沢国会対策委員長ら、政府・自由党の幹部は今後の対策について協議したが、参議院で可
決した修正案については、法案のねらいを骨抜きにするものという理由で反対であった。政
府・自由党は両院協議会で妥協を図ることについて、自らの意図が実現しないという「極め
て悲観的な見通し」をもっており、同会を開催しないという方針を決定した。したがって、
衆議院の 3分の 2の多数をもって、衆議院議決案の再可決を試みることとし、その見通しが
確実に得られない場合には、衆議院に回付される同法案の修正案（参議院回付案）に同調して、
その成立を期すべきという意見が有力となったのである66）。参議院回付案への同調は、同法
案の廃案を避けるための方策であったが、一方で自由党内では、「保守三派の折衝で協調が
成らず三分の二を獲得できない場合はむしろ廃案にすべき」という意向も強かったという67）。
表 2 衆参両院の勢力分野（1954年 5月 14日現在）
衆議院（計 467） 参議院（計 248）
自由党 230
改進党 75
日本社会党（左派社会党） 71
日本社会党（右派社会党） 64
小会派クラブ 10
日本自由党  8
無所属 5
欠員 4
自由党 95
緑風会 49
日本社会党（左派社会党） 42
日本社会党（右派社会党） 26
改進党 16
無所属クラブ 11
純無所属クラブ 7
各派に属しない議員 2
＊衆議院・参議院『議会制度百年史』（院内会派編 衆議院の部）及び同（院内会派編 貴族院・
参議院の部）（いずれも、大蔵省印刷局、1990年）を基に筆者作成。
表 2からわかるように、衆議院の議員総数は欠員 4名を除くと 463名となり、これに対
して、保守三党（自由党、改進党、日本自由党）の議員数は 313名であることから、議員
総数の 3分の 2（309名）よりも 4名多いことになる。衆議院議決案は、保守三党による三
派共同修正案であり、本来であれば、保守三党の所属議員の全員賛成によって再議決すれ
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ば、衆議院議決案は成立する。しかし、後述するように、改進党や日本自由党には参議院回
付案を支持する者も多く、再議決の見通しは不透明であった。
5月 17日、吉田首相は緒方副総理、自由党の佐藤幹事長、池田政調会長らと協議を行い、
政府として、衆議院での 3分の 2による再議決に努力する方針を固め、改進党などと折衝
にあたることになった68）。同日に開催された改進党の国会対策委員会では、衆議院での再議
決という方針を支持する意見が多数を占めたものの69）、同党革新派 17名は同日、東京会館
に集まって意見交換を行い、参議院回付案を支持して教育二法案を成立させるべきという意
見で一致しており70）、改進党内の意見は割れていた。
改進党革新派のみならず、日本自由党内にも「根強い修正賛成論者」がおり、政府・自由
党でも、福永官房長官や小沢国会対策委員長らが参議院回付案をのむべきと主張していた。
このような状況において、政府・自由党内では、衆議院での 3分の 2による再議決を困難
視する見方が次第に強まることになる71）。同月 24日には、緒方副総理が首相官邸において
外国人記者に対して会見を行い、衆議院で再議決は困難であり、教育二法案を「廃案にする
より修正案をのんだ方が政府の意図に近い」との考えを示した72）。翌 25日には、衆議院議
院運営委員会において、同月 29日に参議院回付案を衆議院本会議で上程することが決定し
たが、本会議での参議院回付案の可決は必至の情勢であった73）。同月 28日には改進党の革
新派有志（河野金昇ら 10名）が衆議院で再議決を強行する場合は反対投票も辞さないと申
し合わせを行い74）、両派社会党は翌 29日に「政府原案と対決する意味」で、自由党、改進
党の態度いかんに関わらず、参議院回付案に賛成することを決定した75）。
こうして、同月 29日の衆議院本会議では、この参議院回付案について採決が行われた。
その結果、中確法案については起立多数、教特法案については起立総員で参議院の修正に同
意することに決し、ここに教育二法は可決・成立したのである76）。
5．おわりに
これまで見てきたように、教育二法案が国会に提出されてから、成立に至るまでの約 3ヶ
月間に及ぶ国会審議の過程では、法案提案者である政府・自由党とこれに反対する両派社会
党を中心とした野党によって激しい論争が繰り広げられた。ここでは、「保守」と「革新」
の政治的対立（保革対立）図式が鮮明に表れたといえるが、「保守」も決して一枚岩であっ
たわけではない。教育二法案に対するスタンスは、自由党、改進党、日本自由党、緑風会の
各政党・会派間で異なる点があり、さらには、改進党内の「保守派」と「革新派」に見られ
たように、政党・会派内での対立構造も存在した。先行研究の多くは、教育二法案をめぐる
国会審議について保革対立に焦点を当ててきたが、実際には、保革対立だけでなく、より重
層的な政治力学の中で同法案が検討・修正されたことに注目する必要があろう。
国会審議の具体的内容については、本論で詳しく言及したのでここでは繰り返さないが、
「偏向教育の事例」を根拠として教育二法案の必要性と意義を説く政府・自由党に対し、両
派社会党などの野党は、「偏向教育の事例」の正当性に疑念を示し、同法案が憲法で保障さ
れた基本的人権や言論の自由を抑圧する「悪法」であるとして、政府・自由党を批判し続け
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た。与野党とも、日教組の政治活動について、その「行き過ぎ」を認めた点では一致してい
るものの、同法案を必要とするような状況であるのか否かという点について、両者の見解は
全く異なり、最後までこの状況認識の違いが埋まることはなかった。したがって、同法案を
めぐる審議の過程で政治的中立をめぐる多様な見方が提示され、立法措置を講じることの意
義や問題点について幅広い議論がなされたものの、必ずしも生産的な議論には発展しなかっ
たといえる。
とはいえ、教育二法案は義教法案の場合のように、審議未了で廃案になることなく成立し
た。しかも、同法案は、政府原案→三派共同修正案→緑風会修正案（参議院回付案）という
ように、国会での論議や政党間の折衝等を通じて修正が加えられた上、最終的には緑風会修
正案に、両派社会党や共産党までもが賛成して成立したのである。政治的中立確保のため
に、教員の政治活動を制限するという趣旨においては、緑風会修正案は政府原案と何ら変わ
りはない。また、修正案を作成した緑風会は、本来、政治的スタンスとしては保守性が強い
会派であり、日教組に対してもかなり批判的であった。こういった点からすれば、「参議院
の両派社会党、さらには共産党までが、修正案に賛成したことは理論的にはまことにおかし
い」77）ということになる。
確かに、教育二法案に対する両派社会党の賛成については、それまでの同党の主張を考え
れば、「次善の策、あるいは戦術的な意味で修正案に賛成したもので、決して修正案そのも
のに賛成したのではない」78）とも言い得る。このことは、本論で言及したとおり、右派社会
党の相馬助治の論稿で示された見解からも窺えよう。しかし、いかなる理由であれ、同党が
教育二法案に賛成し、その成立を担ったことは事実であり、これは同党の従来の主張とは明
らかに矛盾していた。教育二法が成立した当日、両派社会党は共同声明を発表しているが、
その内容は、「われわれは今回の修正は必ずしも十全なものとは思わないが、これによって
吉田内閣の企図した民主教育の弾圧と、政治活動の禁止とはほとんど除去されたものと思
う。わが党は今後とも撤廃のため全力をあげて闘う」79）（傍線部筆者）というものであった。
この声明から判断する限りでは、両派社会党は、成立した教育二法案について不十分との認
識を示しつつも、一定の評価を与えており、必ずしも「修正案そのものに賛成したのではな
い」とは言い切れないのでないだろうか。
そして、両派社会党が国会戦術上の理由で同法案に賛成したのは確かであるとしても、こ
れに加えて外的要因、すなわち、旭丘中学校事件 80）の発生と同事件を批判する「世論」81）
の高揚がそれを後押ししたことも指摘しておきたい。教育二法案審議の過程で、両派社会党
の衆参両院の文部委員は日教組と連絡会議を持ち、その対策を協議していた82）。したがっ
て、「偏向教育の事例」への対応からも窺えるように、同党が教組に対して総じて共感的で
あったことは当然のことである。
しかし、5月 7日に旭丘中学校事件が発生すると、同党は、同月 13日にこれを批判する
共同声明を発表した。同事件については多方面から批判が出され、前日の 12日には、衆議
院本会議で改進党の町村金吾からこの事件についての緊急質問がなされている。町村は、質
問の中で同事件を厳しく批判し、「法の存在を無視する教員、遵法精神なき日教組が政治的
に偏向した不法行為を犯したる際、彼らに行政処分のごとき微温的制裁をもって臨みますこ
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とは、（中略）全然無意味なことであり、刑事処分を科することもまたやむを得ない」と述
べて、大達文相の所見を求めた。大達は、同事件を「わが国の教育史上かつて見られなかっ
たほどの不祥事件」と指摘し、「明らかに暴力革命」であり、子どもを利用して、「教育の場
を政治闘争の場にした」と批判している83）。
教育二法案審議の最終段階で発生した同事件は、同法案に批判的な野党の態度を硬化さ
せ、革新政党までもが同法案に賛成するという事態を招くこととなった。同事件が国会審議
に大きな影響を与え、「客観的にみて二法案の成立に有利な空気を作った」84）ことは間違い
なく、その意味では皮肉なことに、同法案を批判してきた教組（日教組）の活動のあり方
が、結果として教育二法の成立に大きく荷担することになったといえるのである。
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